
 

 
 

平成 27 年 6 月 25 日の改正建築士法の施行に伴う重要事項説明、書面の交付等の

変更点と「重要事項説明のポイント」の記述内容の読み替えについて 
 

 

■27 年 6 月 25 日の改正建築士法の施行に伴い、下記の点が変更になりました。 

 

建築士法改正により新たに「書面による契約」の規定（第 22 条の 3 の 3）が加わり、契約書面に記載しな

ければならない事項が法令（同条及び省令）により定められました。これに伴い、従前からの「重要事項説明」

（第 24 条の７）及び「書面の交付」（第 24 条の８）に関する事項が、下記のように変更になりました。 

 

[重要事項説明、書面の交付に係る変更事項] 

事 項 変更点 

法第 24 条の 7 の重要事項説

明の書面への記載事項 

法第 24 条の 7 

変更なし 

施行規則第 22 条の 2 の 2 

施行規則第 17 条の 38 第一号～第六号までに掲げる事項と変更。 

建築士事務所の一級、二級、木造の別を記載することが追加される。 

 

法第 24 条の 8 の書面の交付

に記載する事項等 

法第 24 条の 8 

 「前条第 1 項各号に掲げる事項」が、「第 22 条の 3 の 3 第 1 項各号に掲げ

る事項」と変更。 

施行規則 22 条の 3 

 「法第 24 条の 8 第 1 項第四号に規定する」が「法第 24 条の 8 第 1 項第二

号に規定する」と変更。 

記載項目の変更はなし。 

  

法第 22 条の 3 の 3 により書面を相互に交付して契約を行った場合は、第 24

条の 8 の書面の交付の規定は適用されない。 

 

[上記以外の条文番号等のずれ等] 

事 項 変更点 

法第 2 条 2 項～9項 法第 2 条 2 項～10 項 

5 項に｢建築設備士｣の規定が追加されたため、5 項以降の項番号がずれる。 

法第 26 条第 2 項第三号 法第 26 条第 2 項第一号 

第一号が新設。第三号の内容に新たに「第 22 条の 3 の 3 第 1 項から第 4 項ま

で」が追加されて第一号として新設。従前の第三号は削除。 

法第 41 条第 1 項 

第一号～十五号 

第一号～第三号が新設されたことにより、第一号～第十五号は、第三号～第十

八号に号番号がずれる。 

「一級建築士の懲戒処分の

基準（平成 20 年 11 月 28 日

「一級建築士の懲戒処分の基準（平成 27 年 6 月 25 日施行）」 

法改正に伴い一級建築士の懲戒処分基準が見直され、新たな基準が公布され
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施行）」 た。 

 

■平成 27 年 6 月 25 日の改正建築士法の施行に伴い、「改正建築士法による重要事項説明のポイ

ント」につきましては、下記のように記述内容を読み替えてご使用くださいますようお願い

いたします。 

 

■なお、改正建築士法に対応した（四会推奨）重要事項説明書様式につきましては、（一社）日

本建築士事務所協会連合会ホームページ（http://www.njr.or.jp）よりダウンロードできま

すので、ご利用ください。 

 

該当ページ等 記述内容 施行後 

p.4 

建築士法第 24 条の 7 の

条文 

 

設計又は工事監理の委託を受けること

を内容とする契約（以下それぞれ「設

計受託契約」又は「工事監理受託契約」

という。） 

設計受託契約又は工事監理受託契約 

p.5 

建築士法施行規則条文 

  

第 22 条の２の２ 

法第 24 条の 7 第 1 項第六号の国土交

通省令で定める事項は、次に掲げるも

のとする。 

 

第 22 条の２の２ 

法第 24 条の 7 第 1 項第六号に規定す

る国土交通省令で定める事項は、第 17

条の 38 第一号から第六号までに掲げ

る事項とする。 

 

p.6～p.10 ・p.6  13 行目～14 行目 注意書き 

・p.7 重要事項説明（法第 24 条の 7）

と改正前の書面の交付との比較 

・p.8｢書面の交付｣の改正前後の比較 

・p.9～10（２）重要事項説明と契約後

の書面の交付との項目比較 

記載内容が平成 20 年改正時の重要事

項説明（法第 24 条の 7）と平成 20 年

改正前の書面の交付との比較であるこ

とよりこの部分は削除。 

p.10 （３）重複する項目の記載内容の整合

性について 

（２）重複する項目の記載内容の整合

性について 

p.15 下から 6 行目 法第 26 条第 2 項第三号 法第 26 条第 2 項第一号 

p.16 １行目 「一級建築士の懲戒処分の基準（平成

20 年 11 月 28 日施行）」 

「一級建築士の懲戒処分の基準（平成

27 年 6 月 25 日施行）」 

p.18 25 行目～29 行目 また、契約締結したときに行う～ 

以下の 5 行 

削除 

p.18 に記載の契約書・契約約款につい

ては、平成 27 年 3 月に改正建築士法対

応の契約書類が発行され、法改正によ

り「書面の交付」の様式は添付されて

いないため、この部分は削除。 

重要事項説明書の様式 

p.21～38 記載例 

・受託した建築士事務所に係る事項 

  建築士事務所の名称 

・受託した建築士事務所に係る事項 

  建築士事務所の名称 
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p.40､41  表示案内 

p.80、81    

  建築士事務所の所在地 

  開設者氏名 

 

・（四会推奨）重要事項説明書様式 02

  建築士事務所の所在地 

  区分（一級、二級、木造） 

  開設者氏名 

・（四会推奨）重要事項説明書様式 03

p.43 see3 施行規則第 22 条の 2 の 2 

 

一号：建築士事務所の名称及び所在地

施行規則第 17 条の 38 

 

一号：建築士事務所の名称及び所在地

並びに当該建築士事務所の一級建築

士事務所、二級建築士事務所又は木

造建築士事務所の別 

p.43 see4 施行規則第 22 条の 2 の 2 第三号 施行規則第 17 条の 38 第三号 

p.44 see5 法第 2 条第 5 項 法第 2 条第 6 項 

p.45 see6-1 法第 2 条第 7 項 法第 2 条第 8 項 

p.47 see7 施行規則第 22 条の 2 の 2 第六号 施行規則第 17 条の 38 第六号 

p.48 see8 施行規則第 22 条の 2 の 2 施行規則第 17 条の 38 

p.58  Q15 施工を請け負う予定の住宅設計を外部

の建築士事務所に委託する場合 

「施工を請け負う予定の」を削除 

p.63 A35 法第 26 条第 2 項第三号 法第 26 条第 2 項第一号 

p.63 A36 法第 41 条第十二号 法第 41 条第十五号 

p.64 A38 「一級建築士の懲戒処分の基準（平成

20 年 11 月 28 日施行）」 

「一級建築士の懲戒処分の基準（平成

27 年 6 月 25 日施行）」 

p.73 A61 

p.74 A83、84 

法第 2 条第 5 項 法第 2 条第 6 項 

p.76 A91 施行規則第 22 条の 2 の 2 施行規則第 17 条の 38 

p.83～85 建築士法、建築士法施行規則 新旧対

照条文 

別添の新旧対照条文に差替 
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重要事項説明、書面の交付にかかわる 

建築士法、建築士法施行規則 新旧対照条文 

 
建築士法（昭和二十五年法律第二百二号）（抄） 

                              （傍線部分は改正部分) 

新 旧 

 （延べ面積が三百平方メートルを超える建

築物に係る契約の内容） 

第二十二条の三の三 延べ面積が三百平方メ

ートルを超える建築物の新築に係る設計受

託契約又は工事監理受託契約の当事者は、

前条の趣旨に従つて、契約の締結に際して

次に掲げる事項を書面に記載し、署名又は

記名押印をして相互に交付しなければなら

ない。 

一 設計受託契約にあつては、作成する設

計図書の種類  

二 工事監理受託契約にあつては、工事と

設計図書との照合の方法及び工事監理の

実施の状況に関する報告の方法  

三 当該設計又は工事監理に従事すること

となる建築士の氏名及びその者の一級建

築士、二級建築士又は木造建築士の別並

びにその者が構造設計一級建築士又は設

備設計一級建築士である場合にあつて

は、その旨 

四 報酬の額及び支払の時期   

五 契約の解除に関する事項 

六 前各号に掲げるもののほか、国土交通

省令で定める事項 

２ 延べ面積が三百平方メートルを超える建

築物の新築に係る設計受託契約又は工事監

理受託契約の当事者は、設計受託契約又は

工事監理受託契約の内容で前項各号に掲げ

る事項に該当するものを変更するときは、

その変更の内容を書面に記載し、署名又は

記名押印をして相互に交付しなければなら

ない。 

３ 建築物を増築し、改築し、又は建築物の大

規模の修繕若しくは大規模の模様替をする

場合においては、当該増築、改築、修繕又は

模様替に係る部分の新築とみなして前二項

の規定を適用する。 

４ 第二十条第四項の規定は、第一項又は第

 

 

（新設） 
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二項の規定による書面の交付について準用

する。この場合において、同条第四項中「建

築士」とあるのは「設計受託契約又は工事監

理受託契約の当事者」と、「建築主」とある

のは「契約の相手方」と、「当該結果」とあ

るのは「当該書面に記載すべき事項」と、「報

告する」とあるのは「通知する」と、「文書

での報告をした」とあるのは「書面を交付し

た」と読み替えるものとする。 

５ 設計受託契約又は工事監理受託契約の当

事者が、第一項の規定により書面を相互に

交付した場合（前項の規定により読み替え

て準用する第二十条第四項の規定により書

面を交付したものとみなされる場合を含

む。）には、第二十四条の八第一項の規定は、

適用しない。 

 

（重要事項の説明等）  

第二十四条の七 建築士事務所の開設者は、

設計受託契約又は工事監理受託契約を建築

主と締結しようとするときは、あらかじめ、

当該建築主に対し、管理建築士その他の当

該建築士事務所に属する建築士（次項にお

いて「管理建築士等」という。）をして、設

計受託契約又は工事監理受託契約の内容及

びその履行に関する次に掲げる事項につい

て、これらの事項を記載した書面を交付し

て説明をさせなければならない。 

 

 

 一 設計受託契約にあつては、作成する設

計図書の種類 

 二 工事監理受託契約にあつては、工事と

設計図書との照合の方法及び工事監理の

実施の状況に関する報告の方法 

 三 当該設計又は工事監理に従事すること

となる建築士の氏名及びその者の一級建

築士、二級建築士又は木造建築士の別並

びにその者が構造設計一級建築士又は設

備設計一級建築士である場合にあつて

は、その旨 

 四 報酬の額及び支払いの時期 

 五 契約の解除に関する事項 

 六 前各号に掲げるもののほか、国土交通

省令で定める事項 

２ 管理建築士等は、前項の説明をするとき

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（重要事項の説明等）  

第二十四条の七 建築士事務所の開設者は、

設計又は工事監理の委託を受けることを内

容とする契約（以下それぞれ「設計受託契

約」又は「工事監理受託契約」という。）を

建築主と締結しようとするときは、あらか

じめ、当該建築主に対し、管理建築士その他

の当該建築士事務所に属する建築士（次項

において「管理建築士等」という。）をして、

設計受託契約又は工事監理受託契約の内容

及びその履行に関する次に掲げる事項につ

いて、これらの事項を記載した書面を交付

して説明をさせなければならない。 

 一 設計受託契約にあつては、作成する設

計図書の種類 

 二 工事監理受託契約にあつては、工事と

設計図書との照合の方法及び工事監理の

実施の状況に関する報告の方法 

 三 当該設計又は工事監理に従事すること

となる建築士の氏名及びその者の一級建

築士、二級建築士又は木造建築士の別並

びにその者が構造設計一級建築士又は設

備設計一級建築士である場合にあつて

は、その旨 

 四 報酬の額及び支払いの時期 

 五 契約の解除に関する事項 

 六 前各号に掲げるもののほか、国土交通

省令で定める事項 

２ 管理建築士等は、前項の説明をするとき
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は、当該建築主に対し、一級建築士免許証、

二級建築士免許証若しくは木造建築士免許

証又は一級建築士免許証明書、二級建築士

免許証明書若しくは木造建築士免許証明書

を提示しなければならない。 

  

 （書面の交付） 

第二十四条の八 建築士事務所の開設者は、

設計受託契約又は工事監理受託契約を締結

したときは、遅滞なく、国土交通省令で定め

るところにより、次に掲げる事項を記載し

た書面を当該委託者に交付しなければなら

ない。 

 一 第二十二条の三の三第一項各号に掲げ

る事項 

 （削除） 

 

 （削除） 

 

 二 前号に掲げるもののほか、設計受託契

約又は工事監理受託契約の内容及びその

履行に関する事項で国土交通省令で定め

るもの 

２ （略） 

は、当該建築主に対し、一級建築士免許証、

二級建築士免許証若しくは木造建築士免許

証又は一級建築士免許証明書、二級建築士

免許証明書若しくは木造建築士免許証明書

を提示しなければならない。 

 

 （書面の交付）  

第二十四条の八 建築士事務所の開設者は、

設計受託契約又は工事監理受託契約を締結

したときは、遅滞なく、国土交通省令で定め

るところにより、次に掲げる事項を記載し

た書面を当該委託者に交付しなければなら

ない。  

 一 前条第一項各号に掲げる事項  

 

 二 設計又は工事監理の種類及び内容（前

号に掲げる事項を除く。） 

 三 設計又は工事監理の実施の期間及び方

法（第一号に掲げる事項を除く。） 

 四 前三号に掲げるもののほか、設計受託

契約又は工事監理受託契約の内容及びそ

の履行に関する事項で国土交通省令で定

めるもの 

２ （略） 
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建築士法施行規則（昭和二十五年建設省令第三十八号）（抄） 

（傍線部分は改正部分) 

改 正 案 現   行 

第二章の五 設計受託契約等 

 

（延べ面積が三百平方メートルを超える建

築物に係る契約の内容） 

第十七条の三十八 法第二十二条の三の三第

一項第六号に規定する国土交通省令で定め

る事項は、次に掲げるものとする。 

一 建築士事務所の名称及び所在地並びに

当該建築士事務所の一級建築士事務所、

二級建築士事務所又は木造建築士事務所

の別 

二 建築士事務所の開設者の氏名（当該建

築士事務所の開設者が法人である場合に

あつては、当該開設者の名称及びその代

表者の氏名） 

三 設計受託契約又は工事監理受託契約の

対象となる建築物の概要 

四 業務に従事することとなる建築士の登

録番号 

五 業務に従事することとなる建築設備士

がいる場合にあつては、その氏名 

六 設計又は工事監理の一部を委託する場

合にあつては、当該委託に係る設計又は

工事監理の概要並びに受託者の氏名又は

名称及び当該受託者に係る建築士事務所

の名称及び所在地 

七 設計又は工事監理の実施の期間 

八 第三号から第六号までに掲げるものの

ほか、設計又は工事監理の種類、内容及

び方法 

 

 

 （重要事項説明） 

第二十二条の二の二 法第二十四条の七第一

項第六号に規定する国土交通省令で定める

事項は、第十七条の三十八第一号から第六

号までに掲げる事項とする。  

（削る） 

 

 

 

 

 （新設） 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （重要事項説明）  

第二十二条の二の二 法第二十四条の七第一

項第六号の国土交通省令で定める事項は、

次に掲げるものとする。  

 

一 建築士事務所の名称及び所在地 

二 建築士事務所の開設者の氏名（当該建

築士事務所の開設者が法人である場合に

あつては、当該開設者の名称及びその代

表者の氏名） 
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（書面の交付） 

第二十二条の三 法第二十四条の八第一項第

二号に規定する国土交通省令で定める事項

は、次のとおりとする。  

一 契約の年月日 

二 契約の相手方の氏名又は名称 

２ 建築士事務所の開設者は、法第二十四条

の八第一項に規定する書面を作成したとき

は、当該書面に記名押印又は署名をしなけ

ればならない。 

 

 

三 設計受託契約又は工事監理受託契約の

対象となる建築物の概要 

四 業務に従事することとなる建築士の登

録番号 

五 業務に従事することとなる建築設備士

がいる場合にあつては、その氏名 

六 設計又は工事監理の一部を委託する場

合にあつては、当該委託に係る設計又は

工事監理の概要並びに受託者の氏名又は

名称及び当該受託者に係る建築士事務所

の名称及び所在地 

 

 （書面の交付）  

第二十二条の三 法第二十四条の八第一項第

四号に規定する国土交通省令で定める事項

は、次のとおりとする。  

一 契約の年月日 

二 契約の相手方の氏名又は名称 

２ 建築士事務所の開設者は、法第二十四条

の八第一項に規定する書面を作成したとき

は、当該書面に記名押印又は署名をしなけ

ればならない。 
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重 要 事 項 説 明 書 

 

平成  年  月  日 

 

                         様 

 

 

本重要事項説明は、建築士法第２４条の７に基づき、設計受託契約又は工事監理受託契約に先立って、あら

かじめ契約の内容及びその履行に関する事項を説明するものです。本説明内容は最終的な契約内容とは必

ずしも同一になるとは限りません。 

 

受託業務名称 ：                               

 

建築士事務所の名称 ： 

建築士事務所の所在地 ： 

区分(一級、二級、木造） ： （      ）建築士事務所 

開 設 者 氏 名 ： 

（法人の場合は開設者の名称及び代表者氏名） 

 

 

 

１．対象となる建築物の概要 

建 設 予 定 地 ：  

主 要 用 途 ：  

工 事 種 別 ：  

規 模 等 ： 

 

 
２．作成する設計図書の種類（設計契約受託の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

３．工事と設計図書との照合の方法及び工事監理の実施の状況に関する報告の方法 

  （工事監理契約受託の場合） 

①工事と設計図書との照合の方法 ： 

 

 

②工事監理の実施の状況に関する報告の方法 ： 
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４．設計又は工事監理の一部を委託する場合の計画 

①設計又は工事監理の一部を委託する予定 ： □あり   □なし   

②委託する業務の概要及び委託先（ありの場合の計画） 

委 託 する業 務 の概 要 ： 

建築士事務所の名称 ： 

建築士事務所の所在地 ： 

開 設 者 氏 名 ： 

（法人の場合は開設者の名称及び代表者氏名） 

 

 

５．設計又は工事監理に従事することとなる建築士・建築設備士 

①設計業務に従事することとなる建築士・建築設備

士 

②工事監理業務に従事することとなる建築士・建築

設備士 

【氏名】： 

【資格】（  ）建築士 【登録番号】（         ） 
 
 

【氏名】： 

【資格】（  ）建築士 【登録番号】（         ） 
 

 

 

 

 

 

 

（建築設備の設計に関し意見を聴く者） 

【氏名】： 

【資格】建築設備士 

  

【氏名】： 

【資格】（  ）建築士 【登録番号】（         ） 
 
 

【氏名】： 

【資格】（  ）建築士 【登録番号】（         ） 
 

 

 

 

 

 

 

（建築設備の工事監理に関し意見を聴く者） 

【氏名】： 

【資格】建築設備士  

＊ 設計に従事することとなる建築士が構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である場合にはその旨の記載が

必要です。 
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６．報酬の額及び支払の時期 

 

①報酬の額 ：                円   

 

 

②支払の時期 ： 

 

 

 

  

 

 

７．契約の解除に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 (説明をする建築士) 

氏 名 ：                                   ○印  

資格等 ：（   ）建築士、   □管理建築士、□所属する建築士     

 

 

上記の建築士から建築士免許証（免許証明書）の提示のもと重要事項の説明を受け、重要事項説明書を受領

しました。 

平成  年  月  日 

（説明を受けた建築主） 

 

  住 所 ：                                    

  氏 名 ：                          ○印  




